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＊①対ﾌｧｰｳｪｲ　日本企業の8割が取引継続…ﾘｽｸ見極め成長模索
日本の主要企業50社のうち約8割がﾘｽｸを慎重に見極め、成長が見込める中国企業と取引
を続ける方策を探っている。
●ﾌｧｰｳｪｲと取引を続ける日本企業は多い「企業名と（）内は製品名」
＜ﾌｧｰｳｪｲに納入＞
　◦供給継続（「25%ﾙｰﾙをｸﾘｱ」「規制に抵触せず、規制対象外」など）
　　・ｿﾆｰ（画像ｾﾝｻｰ）・ｷｵｸｼｱ「旧東芝ﾒﾓﾘｰ」（NANDﾌﾗｯｼｭﾒﾓﾘｰ）・JDI
　　　（液晶ﾊﾟﾈﾙ）・TDK（電子部品）・太陽誘電（同）・ﾛｰﾑ（同）・日本電（同）
　　・ｱﾙﾌﾟｽｱﾙﾊﾟｲﾝ（同）、ﾋﾛｾ電機（ｺﾈｸﾀｰ部品）、・三菱電機（通信機器）
　　ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ（電子部品や製造装置の部品）
＊②
　◦供給見合わせ
　　・あるｽﾏﾎﾒｰｶｰは「軍事転用の監視が難しい」と受注を断念
　　・ある部品ﾒｰｶｰは1年分の在庫積み増し要請を受けたが、ﾘｽｸから拒否
　◦供給積み増し
　　・住友大阪ｾﾒﾝﾄ（高電子部品）、・一部の部品ﾒｰｶｰに取引拡大要請も
＜ﾌｧｰｳｪｲから調達＞
　◦継続（ｽﾏﾎ新機種（４G）の発売や予約を中止したが「OSの更新継続を
　　　　　確認」などとして販売再開）
　　・NTTﾄﾞｺﾓ ・ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ ・UQｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ ・KDDI ・楽天 s・IIJ
　◦中止
　　・NTTﾄﾞｺﾓは「5G」の調達しない方針
　　・太陽発電の2社は今後はﾊﾟﾜｰｺﾝﾃﾞｼｮﾅｰを使用しない方針

＊物流施設　消費地に近接…住商　効率配送へ2拠点新設
住友商事は物流施設の立地戦略を転換する。これまで交通の便に優れた郊外に物流施設
を置く「郊外型」が、今後は人口が集まる消費地に近い場所に集中投資する。まずは600億
円を投じ、大阪市と神奈川県大和市の人口密集地域に「消費地近郊型」の大型物流施設を
2ヵ所新設する。
・ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ通販の増加で小口配送の需要も高まる一方、ﾄﾞﾗｲﾊﾞｰ不足や輸送費上昇が問題
になっている。ﾈｯﾄ通販の普及で消費行動が変わるなか、物流施設のありかたも変わってき
た。
・ﾄﾞﾗｲﾊﾞｰが不足するなか、消費地に近い立地で配送効率を高める利点が大きい。配送ﾄﾗｯｸ
の回転率を3割高め、輸送費を2割削減、保管費が2割上昇しても全体物流ｺｽﾄを1割減らせ
ると見る。
＊東南ｱｼﾞｱ新車販売11%減…8月、今年最大の落ち込み
東南ｱｼﾞｱ主要6ヵ国の8月の新車販売台数は、前年同月比11%減28万3千台だった。前年実
績を3ヵ月連続で下回り、2019年で最大の落ち込みとなった。世界経済の減速が新興国にも
表れ、ﾍﾞﾄﾅﾑを除く5ヵ国で販売が減少。
・東南ｱｼﾞｱ最大規模の新車市場を有するｲﾝﾄﾞﾈｼｱは12%減、主要輸出品目の石炭ややﾊﾟｰﾑ
油の価格が下落し経済が減速、消費者心理が冷え込む。
・最も大きかったのはﾏﾚｰｼｱ。22%減。唯一好調なのはﾍﾞﾄﾅﾑで4%増。18年に導入した事実上
の自動車輸入規制の混乱が落ち着き、回復基調が続く。中国からの生産移転など、経済は
高成長。新車販売も追い風が吹く。

＊韓国消費者物価　初の下落…9月、0.4%ﾏｲﾅｽ　ﾃﾞﾌﾚ懸念の声
韓国統計庁が1日発表した9月の消費者物価指数（CPI）の上昇率は前年同月比で0.4%下落
した。ﾏｲﾅｽは1965年の統計開始以来、初めて。韓国政府は農産物の価格の下落など一時
的な要因と強調。
・政府と韓国銀行は「ﾃﾞﾌﾚとは言えない」と主張。ﾃﾞﾌﾚを認めれば、政権の経済運営への批
判が高まりかねないという事情も背景にある。
・専門家（現代経済研究院の洪俊杓研究員）の懸念は「需要の側面からの下方圧力も働き、
物価上昇率が非常に低い状況」「韓国は景気低迷によるﾃﾞﾌﾚに見舞われる恐れがある」と警
鐘を鳴らす。

＊ｲｵﾝﾓｰﾙ　2割増益…3～8月営業　中国や東南ｱ好調
ｲｵﾝﾓｰﾙの2019年3～8月期は連結営業利益290億円、前年同期比で2割増、同期間としては
3年連続で過去最高を更新。中国や東南ｱｼﾞｱで最終消費者の所得水準が上がり、運営する
商業施設の集客や販売が伸びた。
・米中貿易摩擦の影響で中国経済全体は減速しているものの、内陸部など郊外では消費の
伸びが続いており、ﾃﾅﾝﾄ収入の増加が下支え。
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＊韓国　車生産「400万台」割れも・・・部品など産業維持の限界ﾗｲﾝ
韓国自動車産業の地盤沈下が鮮明になってきた。国内生産台数は5年で1割以上減って部
品産業などの維持に必要な400万台割れが目前に迫り、世界順位は5位から7位に転落し
た。内需の伸び悩みに加え、外資系が世界戦略の見直しに伴って生産を減らしたためだ。現
代自動車ｸﾞﾙｰﾌﾟも強硬な労働組合の存在が重荷になって、初の単体営業赤字に陥った。
・釜山市の呉巨敦市長がﾙﾉｰｻﾑｽﾝ自動車の会社まで出向き、「欧州向きの新車を釜山で
造ってくれと働きかけをしている」。雇用への危機感だ。

＊台湾　電動ｽｸｰﾀｰ競争…先行ｺﾞｺﾞﾛ　追うｷﾑｺ
電動ｽｸｰﾀｰの普及が進む台湾で、企業間競争が本格化する。2015年に参入したﾍﾞﾝﾁｬｰの
新星、Gogoro（ｺﾞｺﾞﾛ）がほぼ一社で普及をけん引してきたが、ｽｸｰﾀｰで台湾最大手の光陽工
業（ｷﾑｺ）が電池交換ｲﾝﾌﾗを備えた電動車を打ち出し、ｺﾞｺﾞﾛに追いつこうと本腰を入れ始め
た。
・7月の台湾のｽｸｰﾀｰ新車販売台数は8万6千台で、電動車のｼｪｱは約14%だ。うち9割はｺﾞｺﾞﾛ
社が占める。台湾全土で1200ヵ所を超える充電ｽﾃｰｼｮﾝを整備し覇権を握ったようだが、ｷﾑｺ
が待ったを出した。
・ｷﾑｺは充電ｽﾃｰｼｮﾝを備えた電動車「ｱｲｵﾈｯｸｽ」を投入した。ｺﾞｺﾞﾛと異なる充電ｽﾃｰｼｮﾝを2
千ヵ所設置する構想を本格始動した。台湾では大気汚染が問題になっており、当局は排出ｶﾞ
ｽの無い電動ｽｸｰﾀｰの購入を手厚く補助している。

＊ｲﾝﾄﾞで車生産統合…印ﾏﾋﾝﾄﾞﾗとﾌｫｰﾄﾞ
ｲﾝﾄﾞ自動車大手ﾏﾋﾝﾄﾞﾗ・ｱﾝﾄﾞ・ﾏﾋﾝﾄﾞﾗ（Ｍ＆Ｍ）と米ﾌｵｰﾄﾞ・ﾓｰﾀｰは1日、2020年半ばにｲﾝﾄﾞ
に合弁会社にﾌｫｰﾄﾞのｲﾝﾄﾞの自動車事業を移管し、Ｍ&Ｍの工場で両ﾌﾞﾗﾝﾄﾞの車をつくるなど
生産統合に踏み込む。新車の協同開発やｲﾝﾄﾞ以外の新興国市場での開拓でも協力する。
・ｲﾝﾄﾞ国内の4～8月の乗用車販売台数はＭ＆Ｍが約9万台、ﾌｫｰﾄﾞが約3万台。合計すると
約14%で2位の韓国・現代自動車（18%）に迫る。

＊ｺﾝﾃﾅ船運賃下落…中国発米国向け「ｸﾘｽﾏｽ商戦低調」
中国から米国に貨物を運ぶｺﾝﾃﾅ船のｽﾎﾟｯﾄ（随時契約）運賃が下落している。米中貿易摩
擦の影響で中国発の輸送量が鈍り、9月末時点で約１ヵ月前に比べて2割安い。ﾄﾗﾝﾌﾟ米政権
はｸﾘｽﾏｽ商戦のために制裁関税「第4弾」のうち玩具などへの発動を12月に先送りしたが、
商船向けに急いで輸送する動きは目立たない。中国の大型連休前の駆け込み輸送も乏し
く、需要は鈍い。中国発欧州向けも下げ「大型船の就航増え需給緩和」・・中国から欧州向け
もｺﾝﾃﾅ船のｽﾎﾟｯﾄ運賃も安い。荷動きは好調だが、大型船の就航が増えたため需給が緩ん
でいるようだ。香港発欧州向けが前年実績比5%増、「米国に貨物が出しにくくなった分、欧州
に流れているのではないか」との指摘あり。
＊訪日客の消費　元安で減速「中国人、対円10%下落で2.9万円減」
日本の小売りやﾒｰｶｰが訪日客向けｻｰﾋﾞｽの戦略見直しに動き出した。訪日客消費の3割を
占める中国人の支出は元安の影響を受けやすく、対円の元ﾚｰﾄが10%下落すると1人あたり
の支出額は2.9万円減少する。
・伊勢丹新宿店は6月、時計ﾌﾛｱを大幅改装するのに合わせ、50万円から数百万円の価格帯
だけでなく、5万円代から購入できる商品をそろえた。
＊中国５Ｇ、独自技術で攻勢…ﾌｧｰｳｪｲやＺＴＥ「基地局、世界で受注」
中国が次世代通信規格「５Ｇ」で攻勢をかけている。通信機器はﾊｲﾃｸ振興策「中国製造
2025」の重点項目に入り、代表企業の華為技術（ﾌｧｰｳｪｲ）は米国が制裁を科す中でも世界
の通信会社から着々と受注を獲得している。中国勢が世界の最先端に躍り出た背景には、
通信方式と半導体という２つの技術的な弱点を克服したことにある。
・通信方式を開発・・携帯電話の電波の周波数帯は使える数に限りがある。ＴＤＤ方式は1つ
の周波数帯を使い、上りと下りの信号を時間や通信料に応じて細かく制御する技術。
・半導体の開発・・ﾃﾞｰﾀの処理速度を速め、機器の体積を従来製品の半分にした。

＊中国病院に日本式経営…伊藤忠が導入支援
伊藤忠商事は中国で病院経営の効率化支援に乗り出す。病床が急増し医療費抑止が課題
に浮上する中国で、日本式の病院経営ﾉｳﾊｳを提供する。第一弾として藤田医科大、徳洲会
とそれぞれ組み、伊藤忠が資本参加する中国の病院で経営や医療人材育成などを支援す
る。中国で日本式が広がれば、日本の医療機器やｻｰﾋﾞｽの市場開拓の足掛かりになる。民
間としては最大規模の総合病院ｸﾞﾙｰﾌﾟである北京世紀康瑞病院（北京市）と連携する。
・藤田医科大にはﾛﾎﾞｯﾄを活用した手術やﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝの高い技術がある。
・徳洲会は約70の病院ﾁｪｰﾝを展開。医療器材の集中購買などのｺｽﾄ圧縮で知られる。伊藤
忠が仲介し、技術やﾉｳﾊｳの中国での導入を支援する。



2019/10/4 社会

2019/10/4 経済

2019/10/4 東南ｱｼﾞｱ

2019/10/5 経済

2019/10/5 経済

2019/10/5 南ｱｼﾞｱ
（ｲﾝﾄﾞ含）

＊中国事業、楽観と悲観　二分（日本企業の担当員千人調査）
日本経済新聞社と日本経済研究ｾﾝﾀｰが実施した日本企業などの約千人を対象にした調査
では、米中対立が続くなか、日本企業の間で中国企業に対して楽観的見方と悲観論とで認
識が割れている。巨大な市場への期待が多い一方、人件費の高騰の貿易戦争の余波が加
わって生産拠点としての「役割を終えた」と見切る声も漏れる。ただ、中国の技術力は高いと
評価する。
⦿様子見の①「米中対立は長期戦となると認識したうえでの静観」
　・市場ﾎﾟﾃﾝｼｬﾙは高く、簡単には手放せない、・海外戦略にはなくてもならない国、・基本的
に拡大すべきだが、一時的に混乱が発生しかねずﾘｽｸが高い為（様子を見る）
⦿様子見の②「『現状維持』でも、中国とのかかわりに消極的である」
　・グループ企業など密接な関係の為、容易に撤退は不可、・これ以上の投資はﾘｽｸ大・人件
費等が高騰で生産供給地としての使命は終えた、
　・政治体制が不透明

＊中国・豚肉生産支援を拡大…ｱﾌﾘｶ豚ｺﾚﾗで需給逼迫
政府は家畜伝染病「ｱﾌﾘｶ豚ｺﾚﾗ」で豚の飼育量が4割弱減ったことを受け、被害にあった生
産者への支援を大幅に拡大する。9月には養豚場の新設助成を柱とする対策を打ち出してお
り、設備の近代化によるｱﾌﾘｶ豚ｺﾚﾗの封じ込めをめざす。しかし、豚肉の価格は2月に比べ
て培になり、市民生活への打撃は広がっている。
・「他の国々では根絶に最低5年はかかった。中国ではさらに時間がかかる」と香港調査会社
ｷﾞｬﾌﾞｶﾙ･ﾄﾞﾗｺﾞﾉﾐｸｽのｱﾅﾘｽﾄはみている。

＊「脱中国」志向　4分の1…米中分断　国際供給網崩す
米中摩擦に対する日本企業の警戒感が強まっている。日本新聞社などの調査では、現在の
中国事業について「縮小すべきだ」と答えた日本のﾋﾞｼﾞﾈｽﾊﾟ‐ｿﾝが23.9%に上り、4分1近くが
「脱中国」志向を持つことが分かった。米中対立の長期化が両大国の経済活動が分断されﾌﾞ
ﾛｯｸ化する「ﾃﾞｶｯﾌﾟﾘﾝｸﾞ（分離）が進み、日本企業が築いてきた国際供給網が崩れつつあるこ
とを映す。

＊ﾕﾆｸﾛ　難関ｲﾝﾄﾞに挑む…規制煩雑、現地生産品の販売業務
ﾕﾆｸﾛを運営するﾌｧｰｽﾄﾘﾃｲﾘﾝｸﾞは4日、首都ﾆｭｰﾃﾞﾘｰに1号店を開き、ｲﾝﾄﾞに進出した。構想
から実現まで10年以上かかったと見られ、将来は中国と並ぶ海外事業の稼ぎ頭にする青写
真を描く。ただｲﾝﾄﾞでは厳しい外貨規制などを背景に衣料品の世界最大手、ｲﾝﾃﾞｨﾃｯｸｽも苦
戦する。13億人市場の開拓は規制や現地特有の事情との戦いになる。
・柳井氏は１0年以上前からｲﾝﾄﾞでの事業展開に前向き、ﾓﾃﾞｨ首相と面会するなど親密な関
係を構築してきた。ところが外資小売業に対する出資規制があり、国や州ごとに細かな規制
があり、対応に時間がかかったもよう。

＊ｻﾑｽﾝ、ｽﾏﾎ復活遠く…中国で生産撤退、ﾍﾞﾄﾅﾑ移管
韓国ｻﾑｽﾝ電子が中国のｽﾏﾎ生産から年内をﾒﾄﾞに撤退する。広東省の工場を閉鎖し、ﾍﾞﾄﾅ
ﾑに移管する。中国では13年まで販売首位に立ち、同社のｽﾏﾎは絶大な人気を誇った。生産
撤退で世界最大市場での存在感はさらに低下しそうだ。ｽﾏﾎと並ぶ2本柱の半導体事業も特
需が一服し、ｻﾑｽﾝの苦悩は一段と深まってきた。
⦿ｻﾑｽﾝの地位は6年で失墜した（中国における各社の出荷ｼｪｱ）
＜2013年＞市場全体：3億5100万台
　①ｻﾑｽﾝ電子（韓）18.7%、②ﾚﾉﾎﾞ（中）11.9%、③ｸｰﾙﾊﾟｯﾄ（中）、
　④ﾌｧｰｳｪｲ（中）9.3%、⑤小米（中）5.3%
＜2018年＞市場全体：3億9800万台
　①ﾌｧｰｪｲ（中）26.4%、②OPPO（中）19.8%、③ｖｉｖｏ（中）、④小米（中）13.1%
　⑤ｱｯﾌﾟﾙ（米）9.1%　‥‥　圏外　ｻﾑｽﾝ（韓）　1%未満
＊東南ｱ、32兆円に急拡大…ﾃﾞｼﾞﾀﾙ経済市場　25年予測
米ｸﾞｰｸﾞﾙなどは3日、東南ｱｼﾞｱのﾃﾞｼﾞﾀﾙ経済の市場規模が2025年に3000億㌦（約32兆円）
におおきく拡大するとの予測を公表した。19年の市場規模の3倍に当たる。特にｲﾝﾄﾞﾈｼｱやﾍﾞ
ﾄﾅﾑの電子商取引（ＥＣ）の拡大が寄与する。ｸﾞｰｸﾞﾙのｽﾃﾌｧﾆｰ・ﾃﾞｰﾋﾞｽ東南ｱｼﾞｱ代表は「域
内のｲﾝﾀｰﾈｯﾄ利用者は最近4年間で1億人増え、3億6千万人になったが、半数がﾈｯﾄ通販を
利用していない」と指摘した。経済規模が大きいのはｲﾝﾄﾞﾈｼｱ。現在は4割強の1330億㌦占
める。ｲﾝﾄﾞﾈｼｱは今後もﾕﾆｺｰﾝが相次ぎ生まれる公算が大きい。
・配車のｺﾞｼﾞｪｯｸ、ﾈｯﾄ通販のﾄｺﾍﾟﾃﾞｨｱ、旅行予約のﾄﾗﾍﾞﾛｶなど有力企業。
・ネットの利用者が6000万人を超えるﾍﾞﾄﾅﾑの市場規模も25年には430億㌦と、ﾀｲ（500億㌦）
にせまる規模に成長する。



2019/10/7 医薬

2019/10/8

2019/10/8 企業S

2019/10/8 東南ｱｼﾞｱ

2019/10/8 経済

2019/10/8 経済

＊ﾀｲ、外資誘致で税優遇…中国からの生産移転先に
⦿タイの外資優遇策の概要
　　・10億ﾊﾞｰﾂ以上の投資を実施した企業の法人税を5年間減免。
　　・先端技術の人材育成投資や熟練者の採用費用を特別控除。
　　・自動化設備の導入費用を特別控除。
　　・外国人に対する査証（ﾋﾞｻﾞ）や労働許可証の発給条件の緩和を計画
　　・外国企業の投資を円滑にする省庁横断の委員会を設置
ﾀｲ政府高官は「ﾍﾞﾄﾅﾑは有力な企業に特別な恩典をあたえて誘致しており、ﾌｪｱではないと
けん制する。

＊東南ｱ、成長下振れ予測…本社調査　中東ﾘｽｸ響く
⦿東南ｱｼﾞｱとｲﾝﾄﾞのＧＤＰ成長率％「19年からは予想、（）内は6月の調査」
　　　　　　　　　　2018年　19年（予）　　20年（予）　　　21年（予）
　主要5ヵ国計      4.8      4.1(4.3)        4.2(4.5)        4.5(4.7)
　　ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ　　　　5.2　　　5.1（5.1）　　　5.1（5.3）　　　5.3（5.6）
     ﾏﾚｰｼｱ　　　　  4.7      4.5(4.4)        4.3(4.4)        4.4(4.7)
     ﾌｲﾘﾋﾟﾝ　　　　   6.2      5.8(6.2)        6.4(6.5)        6.6(6.5)
     ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ        3.1      0.8(1.8)        1.4(2.1)        1.9(2.4)
     ﾀｲ　　　　　　　　4.1　    2.9(3.3)        3.0(3.3)        3.2(3.4)

    # ｲﾝﾄﾞ　　　　　　6.8      6.1(6.9)        6.8(7.2)         6.8(7.4)
「中東に地政学的な不確実性が現れ、近い将来の見通しに影響する可能性」
　　　　　　　　　　　　　　　　ﾕﾆｵﾝﾊﾞﾝｸ・ｵﾌﾞ・ｻﾞ・ﾌｲﾘﾋﾟﾝのｶﾙﾛ・ｱｽﾝｼｵﾝ氏

＊中国、国慶節消費鈍く…小売・飲食8.5%増　伸び率低下
1日に始まった中国の国慶節（建国記念日）が7日に終了した。商務省が同日発表した期間
中の国内小売・飲食業の売上高は前年同期比8.5%増1兆5200億元（約22兆8千億円）と、
2018年（9.5%増）に比べ伸び率が鈍化した。
・景気減速を背景にした消費者の節約志向や人民元安の影響で旅行者数も伸び悩んでお
り、国慶節消費にも減速感が漂う。
・香港が前年比25%減となり、9年ぶりに80万人を下まわる。期間中のｱﾘﾍﾟｲの取引件数は日
本がﾀｲや韓国を抑えてﾄｯﾌﾟとなった。台湾は旅行停止。
・低迷が続いた映画は愛国心に訴えた作品が人気を呼び興行収入は40億元（約600億円）で
前年同期の19億元から大幅に増えた。

＊住商　脱石炭火力へ投資家圧力…環境配慮　転換急ぐ
世界で進む脱炭素の動きを受け、日本企業が石炭火力発電事業を縮小。
住友商事は国内で発電所建設を原則、中止し、丸紅はｱﾌﾘｶで計画していた発電所の開発か
ら撤退した。企業のＥＳＧ（環境・社会・企業統治）活動を重視する傾向が強まり、投資家や銀
行が石炭火力への投融資を取りやめる動きが相次ぐ。低ｺｽﾄの電源として力を入れてきた日
本企業は方針転換を迫られている。
・住商は石炭の比率を3割に抑え、代わりに新設するｶﾞｽ火力発電所で4割、再生可能ｴﾈﾙ
ｷﾞｰで3割を賄っていく。洋上風力発電所への参入見据える。

＊がん免疫薬効果　予測精度高く…慈恵医大など、血中物質で99%識別
体に備わる免疫の仕組みを利用するがん免疫薬について、効果を事前に予測する技術が実
用化に近づいている。東京慈恵医科大学などは99%の精度で識別できる技術を開発した。川
崎医科大学や名古屋大学などはそれぞれ2～3種類のがん免疫薬の効果を予測する目印を
見つけた。無駄な投与が減れば、副作用だけでなく医療費の抑制にもつながる。
・慈恵会医科大学の藤田助教や医科大学の落合教授は、がん細胞から出て血液中を流れ
る微粒子に注目した。約120人の肺がん患者で、微粒子の中などいるﾏｲｸﾛＲＮＡの種類と量
を解析すると、ｵﾌﾟｼﾞｰﾎﾟが効く人を99%の精度で識別できた。

＊中国・地方都市から観光客…「爆買い」より体験、鮮明に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　初来日4割　裾野広がる
《観光》・30歳男性（雲南省昆明、1回目）＝京都の町屋や浅草の建物を見て回る。・30代男性
（上海、5回以上）＝京都の嵯峨嵐山や御髪神社を見て回りたい。《買い物》・28歳男性（天
津、2回目）＝家電量販店で任天堂「ｽｲｯﾁ」やｶﾒﾗを買いたい。・35歳男性（上海、2回目）＝
中国で手に入らないｽﾆｰｶｰを買う。《食事》・42歳女性（上海、6回目）＝地元ならではの美味
しいものを探して食べたい。・32歳男性（雲南省、2回目）＝近江牛を食べたい。《ﾃｰﾏﾊﾟｰｸ》・
28歳女性（湖南省長沙、13回目）＝海遊館でﾍﾟﾝｷﾞﾝを見たい。・27歳女性（湖北省武漢、1回
目）＝ＵＳＪと奈良公園で遊びたい。



2019/10/9 経済

2019/10/9 経済

2019/10/9 東南ｱｼﾞｱ

2019/10/9 経済

2019/10/9 医薬

2019/10/10 医薬

＊＜ｴｺﾉﾐｽﾄ調査＞　中国企業の資金繰り警戒
　　　　　　　　　　　　　　…７～9月6.1%成長減速「対米摩擦長期化ﾘｽｸ」
日経新聞社と日経ＱＵＩＣＫﾆｭｰｽがまとめた中国の7～9月期の実質国内総生産（GDP）成長
率の予測平均値は6.1%だった。輸出や生産がふるわず、4～6月期に続き減速する見通し。
米中貿易戦争に加えて、企業の資金繰り難や地方政府の債務問題が経済の下押しﾘｽｸに
浮上してきた。
・中国では内ﾓﾝｺﾞﾙ自治区の包商銀行が5月に破綻するなど中小金融機関の経営不安が相
次ぐ。景気減速で不良債権が膨らみ融資姿勢に影響が出る。不動産会社では人民元安で㌦
建て債務の返済が重い。
・ｴｺﾉﾐｽﾄの10年の成長率を聞いたところ、平均5.3%。高齢化が経済成長の重荷になるとの見
方。ABNｱﾑﾛのｱﾘｴﾝ・ﾌｧﾝﾀﾞｲｸﾊｳｾﾞﾝ氏は「緩やかな減速が続き、20年の約6%から29年には
4%に低下する。摩擦が下振れﾘｽｸだ」

＊米、中国「監視技術」に制裁…ﾊｲﾃｸ8社・20機関に
ﾄﾗﾝﾌﾟ米政権は7日、監視ｶﾒﾗ世界首位の杭州海康威視数学技術（ﾊｲｸﾋﾞｼﾞｮﾝ）など中国の28
団体・企業に輸出禁止措置を課すと発表。技術力を急速に高めている中国の新興ﾊｲﾃｸ企業
をけん制する思惑も見え隠れする。
⦿米商務省が新たな禁輸措置を課した主な中国企業
　＜監視ｶﾒﾗ＞
　・杭州海康威視数字技術（ﾊｲｸﾋﾞｼﾞｮﾝ）＝世界ｼｪｱ首位、欧米やｲﾝﾄﾞに拠点
　・浙江大華技術（ﾀﾞｰﾌｧ・ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ）＝同2位、海外売上高比率は3割強
　＜AI＞
　・商湯科技（ｾﾝｽﾀｲﾑ）＝自動運転向けの画像認識技術に強み
　・曠視科技（ﾒｸﾞﾋﾞｰ）＝中国ｱﾘﾊﾞﾊﾞ集団などに顔認証技術提供
　・科大訊飛（ｱｲﾌﾗｲﾃｯｸ）=音声認識や自動翻訳技術の中国大手

＊ﾍﾞﾄﾅﾑ鉄道　開業遅れ…中国企業と契約ﾄﾗﾌﾞﾙ
ﾍﾞﾄﾅﾑ初となる首都ﾊﾉｲ市の中心部を走る都市鉄道の年内営業開始が困難な情勢になって
いる。営業区間のｶｯﾄﾘﾝｰﾊﾄﾞﾝ間（約13㎞）の安全確認に時間がかかっているため。責任を
巡って、建設を担当する中国企業とﾍﾞﾄﾅﾑ政府との間で見解の相違も指摘されている。
・さらに、国家会計監査員が鉄道建設ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに関わる不正支出を指摘。
・安全評価を担うフランス企業は「安全審査終了まで6ヵ月かかる」との見方。

＊製薬も情報産業に…ﾃﾞｼﾞﾀﾙ薬
ﾃﾞｼﾞﾀﾙ薬は製薬会社にﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙの見直しを迫る。大勢の研究者と多額の開発費用でつ
くった新薬の化学物質を特許で守り、高収益を享受する。時には数兆円の買収合戦を繰り広
げるが、それは参入障壁の高さの裏返しだ。
ただ、今後は「情報産業にｼﾌﾄせざるを得ない」（塩野義製薬のの坂田ｼﾆｱﾌｪﾛｰ）。IT業界と
の垣根が低くなり、新たな競争が待ち受ける。
・例えば、患者の話し方や動きを分析することで認知症や脳梗塞を診断できる可能性があ
る。「治療だけに拘らずに、診断や予防を含むｻｲｸﾙに最も良い形で貢献できれば良い」と大
日本住友製薬の野村博社長。
・製薬会社がﾃﾞｼﾞﾀﾙ薬に注力する背景には「画期的な新薬を生み出すことが難しくなってい
る」（大塚製薬の倉橋伸幸社長）。
・ﾃﾞｼﾞﾀﾙ薬は短期間に低ｺｽﾄで開発が可だが、競合相手が増える。必要なのは新しい時代に
合った姿に身らを変えることだ。「製薬」が取れる日が来る。

＊ｻﾑｽﾝ、半導体「先手」投資…大幅減益でも「底入れ感」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｽﾏﾎ向け増強
韓国ｻﾑｽﾝ電子が半導体の設備増強に動き出した。8日発表の2019年7～9月期連結決算の
速報値は営業利益が前年同期比56%減ったものの、4～6月期と比べると17%増え、急速に悪
化した業績に底入れ感が出てきたためだ。半導体市況の回復を見越し、中国の工場で生産
設備の発注を始めた。競合が尻込みする間に積極投資して半導体世界最大手にのし上がっ
た勝利の方程式を再び実践し次の成長を狙う。

＊ＩＨＨ、病院Ｍ＆Ａ「二刀流」…富裕層を囲い込み
ｱｼﾞｱ最大級の病院ｸﾞﾙｰﾌﾟ、ﾏﾚｰｼｱのＩＨＨﾍﾙｽｹｱが海外進出を加速している。本国やｼﾝｶﾞ
ﾎﾟｰﾙに加えて中核市場と位置付けるｲﾝﾄﾞやﾄﾙｺでは、攻めのM&Aを相次ぎ実施した。一方、
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱやﾌｲﾘﾋﾟﾝなどでは現地企業と共同で小規模な施設を開き、中核拠点に呼び込む計
画だ。ｱｼﾞｱでも高齢化で医療ﾆｰｽﾞが高まるのをにらみ、「二刀流」で富裕層を囲い込む。
・ﾏﾚｰｼｱ政府の戦略もIHHを後押しする。政府はﾍﾙｽｹｱ産業を経済成長のけん引役の一つ
に位置付ける。ﾘﾑ･ｸﾞｱﾝｴﾝ財務相は「18年だけで120万人の患者が訪れ、15億ﾘﾝｷﾞ落として
いった」と説明する。
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2019/10/12 南ｱｼﾞｱ
（ｲﾝﾄﾞ含）

＊ﾍﾞﾄﾃﾙ、５G試験運用…東南ｱの後発4ヵ国で
ﾍﾞﾄﾅﾑ通信最大手、ﾍﾞﾄﾅﾑ軍隊工業通信ｸﾞﾙｰﾌﾟ（ﾍﾞﾄﾃﾙ）は2019年中に隣国ﾗｵｽで次世代通
信規約「５G」の試験運用を始める。同社は後発国を中心に事業展開しており、近隣のﾐｬﾝﾏｰ
やｶﾝﾎﾞｼﾞｱでも既に試験運用に乗り出している。低価格のｻｰﾋﾞｽを武器に、東南ｱｼﾞｱの後発
4ヵ国で早期の商用ｻｰﾋﾞｽ開始を目指す。
・ﾍﾞﾄﾃﾙはﾍﾞﾄﾅﾑ軍の通信部門が独立し、1989年に設立した。国防省が100%出資し、ﾍﾞﾄﾅﾑで
は約6000万人の加入者がいる同国通信最大手。2010年前後から海外進出を本格化させ、ｱ
ﾌﾘｶや南米、東南ｱｼﾞｱの約10ヵ国の後発国で通信ｻｰﾋﾞｽを提供している。

＊ﾀｲ　「不動産の雄」次の布石…子会社上場、1400億円調達
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大型複合施設　相次ぎ開業
ﾀｲの有力財閥、TCCｸﾞﾙｰﾌﾟが不動産事業を加速する。事業子会社の1社を上場して資金調
達を多様化する一方、別の子会社では同国民間最大約4200億円を投じて大型複合施設「ﾜ
ﾝ・ﾊﾞﾝｺｸ」の開発に着手した。TCCは傘下上場企業でｱｼﾞｱ屈指の飲料会社ﾀｲ･ﾋﾞﾊﾞﾚｯｼﾞの影
に隠れがちだが、民間では同国最大の土地保有者と目される不動産の雄でもあり、さらなる
成長に向けて布石を打つ。
⦿ＴＣＣがﾀｲで展開する主な施設
　◦ﾏﾘｵｯﾄ「ﾎﾃﾙ」、◦ｱｼﾞｱﾃｨｰｸｻﾞ・ﾘﾊﾞｰﾌﾛﾝﾄ「商業施設」、◦ｴﾝﾊﾟｲｱ･ﾀﾜｰ「ｵﾌｨｽ」、◦ﾊﾟｰｸ・ﾍﾞﾝ
ﾁｬｰｽﾞ・ｴｺﾌﾟﾚｯｸｽ「複合施設」、◦ｻﾑﾔﾝ・ﾐｯﾄﾀｳﾝ「複合施設」、◦ﾜﾝ･ﾊﾞﾝｺｸ「複合施設」

＊中国製造業、賃上げ停滞…残業手当減　手取り「横ばい」8割強
江蘇省や上海市での聞き取り調査では37社のうち8割を超す企業で手取り月収が前年並に
とどまる。民間調査でも転職を控える動きが広がる。
⦿賃金聞き取り調査の主な回答（矢印は増減、「」内は主要製品、ｺﾒﾝﾄ）
　・宏和電子材料科技（上海）「ｶﾞﾗｽ繊維」➘ｽﾏﾎの販売不振で残業減
　・蘇州群策科技（蘇州）「ﾌﾟﾘﾝﾄ基盤」➘週休2日で手取り１千～1.5千元減
　・上海峰亜耐火保温材料（上海）「断熱材」➞残業1日１～2時間止まり
　・無錫布勒機械製造（無錫）「食品加工機」➞手取り横ばい、求人数１/4
　・六和鋳造工業（昆山）「鋳造品」➞求人は絞り気味、休日増も
　・敏華実業（呉江）「家具」➞米国追加関税で海外生産増やす
　・南京江凱汽車零部件（南京）「自動車部品」➞長期休暇前に手当を支給
　

＊日産、4ヵ月ぶり減少…中国の9月新車販売
日系主要ﾒｰｶｰ5社の9月の中国新車販売実績が10日そろった。日産自動車は乗用車の主力
車種が伸び悩み、前年同月比4､6%減・13万8千台と4ヵ月ぶりに前年実績を下回った。ﾏﾂﾀﾞ5､
9%減、三菱も7､2%減。ﾎﾝﾀﾞは4%増で7ヵ月連続で前年を上回る。ﾄﾖﾀも9月の販売台数は1､6%
増と2ヵ月ぶりのﾌﾟﾗｽ。
・中国全体の新車販売台数は8月まで14ヵ月連続で前年実績を下回り、2019年通年も2年連
続でﾏｲﾅｽになる。

＊ｲｵﾝ、中国発ﾃﾞｼﾞﾀﾙ化…日本・東南ｱに導入狙う
　　　　　　　　　　　　　　　　　「負け組」返上へ5000億円投資
ｲｵﾝは中国でﾃﾞｼﾞﾀﾙ事業に力を入れる。日本最大の流通ｸﾞﾙｰﾌﾟにも関わらず、国内の競合
に比べてﾈｯﾄ通販などのﾃﾞｼﾞﾀﾙ化が遅れる「負け組」で、この問題の克服が緊急の課題だ。
2021年までに5千億円を投じ、衣服の仮想試着や発注、決済ｼｽﾃﾑなど現地の進んだ技術を
取り込む。さらにそれを日本や東南ｱｼﾞｱの店にも移し、ﾃﾞｼﾞﾀﾙ競争での挽回をめざす。

＊中国、無人化店舗相次ぐ…ｺﾝﾋﾞﾆなど　運営は試行錯誤
野村総合研究所の劉芳主任ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄは「中国企業にとって無人ﾚｼﾞの効果は出てきた半
面、効率的な店舗運営や顧客ﾃﾞｰﾀの活用法などは試行錯誤の状態だ。
・無人店舗にしたが、思うように人が集まらず、有人に切り替えた例も出る。

＊ｲﾝﾄﾞ新車販売27%減…9月　11ヵ月連続ﾏｲﾅｽ
ｲﾝﾄﾞ自動車工業会（SIAM)が11日まとめた9月の新車販売は、28万千台と前年同月比27%
減った。前年割れは11ヵ月連続。販売不振は18年後半から金融機関の貸し渋りなど背景に
始まり、足元では経済成長の鈍化で需要が減退している。政府が景気刺激策を打ち出し、自
動車ﾒｰｶｰは新ﾓﾃﾞﾙ投入でﾃｺ入れに取り込むが、まだ効果は見えない。
・商用車の減少幅が大きい。経済成長の鈍化を背景に企業が投資を控る

＊ﾃﾞｼﾞﾀﾙ人材の新会社…住商、自前でﾃﾞｰﾀ利活用
住友商事はﾃﾞｰﾀ分析やﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞなどﾃﾞｼﾞﾀﾙ技術に優れた人材を集める新会社「ｲﾝｻｲﾄ・
ｴｯｼﾞ」を立ち上げた。金属や輸送機、不動産、ｲﾝﾌﾗなど多様な事業領域でﾋﾞｼﾞﾈｽで得られる
ﾃﾞｰﾀの利活用が課題だった。研究開発（R&D）機能を内製し、事業のﾃﾞｼﾞﾀﾙ化を加速する。
・新会社はﾃﾞｰﾀｻｲｴﾝﾃｨｽﾄやAIに長けたﾃﾞｼﾞﾀﾙ人材を募る。当面は30～50人程度の陣容を
狙う。
・住商は21年3月期までの中期経営計画で新規ﾋﾞｼﾞﾈｽの創出を成長戦略の柱に据え、ﾃﾞｰﾀ
分析を活用する「ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾄﾗﾝｽﾌｫｰﾒｰｼｮﾝ（DX）」の遂行を売り出している。変革用のﾃﾞｼﾞﾀﾙ人
材を自前で揃える必要があると判断。
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＊米中、景気懸念で休戦…中国の産業補助金　棚上げ
米中両国は中国が米国産農産品の輸入を拡大する一方、米国が制裁関税の引き上げを見
送ることで合意した。関税合戦の悪化は回避したが、実態は農業や通貨など切りやすいｶｰﾄﾞ
だけを切った「子粒合意」だ。中国の産業見直しなど構造問題は棚上げしたままで、制裁関
税を完全撤廃する貿易戦争の終結は見えない。
〇暫定合意した分野は4項目
　①貿易赤字（中国が農産物の輸入拡大）②為替（人民元安誘導を控える）
　③知的財産（米企業の権利保護）④市場開放（金融ｻｰﾋﾞｽ規制緩和）
●積み残し議題
　①技術移転②履行検証③産業補助金④追加関税⑤ﾌｧｰｳｪｲ問題

＊中国新車販売9月5%減
中国汽車工業協会は14日、9月の新車販売台数が前年同月比5､2%減の227万台だったとは
発表。国慶節に販促を試みたが、米中貿易戦争の長期化や景気の減速で販売増には結び
付かなかった。
・ＥＶなどの「新ｴﾈﾙｷﾞｰ車」は34､2%減の8万台で3ヵ月連続ﾏｲﾅｽだった。

＊中国対外投資　岐路に…一帯一路は11%減「昨年、債務の罠で自重」
　　　　　　　　　　　　　　　　　欧州向け64%減　技術取得警戒される
中国の先進国向けの直接投資が急減している。2018年は欧州諸国やｵｰｽﾄﾗﾘｱ向けが大幅
に減り、全体でも前年比10%減の1430億㌦（約15兆円）と2年連続で前年水準を下回った。中
国への技術流出の警戒が高まり、各国が投資を制限したからだ。広域経済圏構想「一帯一
路」沿線国向けの投資も減っており、米中貿易戦争を受けた中国の対外投資は岐路に立っ
ている。
・「債務の罠」に陥るﾘｽｸの国、ﾊﾟｷｽﾀﾝ、ﾀｼﾞｷｽﾀﾝ、ﾓﾘﾃﾞｨﾌなど8ヵ月向けの投資額は前年比
55%減10億㌦に急減。
＊米中貿易戦争悪化なら…中国GDP2%下押し（IMF試算）
IMFは11日、米中の貿易戦争が悪化すれば、2020年時点で中国の国内総生産（GDP）を2､0%
下押しするとの試算。米GDPも0､6%失われ、世界経済全体でも0､8%下振れするとした。世界
的な貿易縮小だけでなく、企業投資の減退や金融市場の混乱を引き起こすと警鐘を鳴らし
た。

＊②
―景気減速で就職の状況が悪くなり、消費を下押ししませんか
　「北京では全くそれがない。人は足りないぐらいで給料は上がっている。高
　い給料（月8400元《約13万円》）を出さないと、優秀な若者は雇えない」
―日本産品の売れ行きはどうですか
　「もっと売れるはずなのに、今のところあまり売れてない。日本企業は中国
　で日本企業としか組もうとしない。中国の流通業者が一番よくわかっている
　のに。
＊放漫ﾀｲ航空、見えぬ再建…利権体質　財務改善遠く
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5500億円設備投資を撤回
政府系のﾀｲ国際航空の経営が深刻さを増している。今期も3期連続で大幅な赤字が見込ま
れるなか、経営陣が再建策だと公表した約5500億円に上る大型投資計画は9月、政府の要
請で撤回した。放漫経営を指摘され、過去5年間で2倍に膨れた中国からの観光客需要も取
り込めていない。軍や労働組合が既得権益に群がる高ｺｽﾄ体質が続き、赤字を垂れ流す状
況が続く。

＊ｸﾞﾗﾌﾞ、取得4割どまり…ﾏﾚｰｼｱ、配車に新免許
ﾏﾚｰｼｱ政府は配車ｻｰﾋﾞｽの運用に対する新たな規制を導入する。時期を延期したものの、
最大手のｸﾞﾗﾌﾞでも新免許を取得できた運転手は約4割にとどまっており、12日以降に営業車
両が急減し、配車時間が長引くなどの悪影響が出る恐れがある。ｸﾞﾗﾌﾞは利用者に余裕を
もって予約するよう呼び掛ける。
・新規制は配車ｻｰﾋﾞｽ運転手に公共ｻｰﾋﾞｽ車輛免許の取得を義務付ける。
・免許を受け取った運転手のうち、22%は取得をあきらめたという。

＊①中国の消費の行方…質の高い商品　需要拡大
中国の消費の先行きを懸念する声が少ない。中国の小売業は勢いを失いつつあるのか。新
興の高級食料品ｽｰﾊﾟｰ「Ｔ11ﾌｰﾄﾞ・ﾏｰｹｯﾄ」の杜勇氏に聞く。
―中国の消費がさえないとの声をよく聞く
　「私は中国国内の市場が衰えてるとは思わない。むしろ、活気づいてると
　感じる。私たちの6月に北京で開いた1号店が毎月、前月比16%増の勢い」
―なぜ、高級な食料品を専門に売るｽｰﾊﾟｰを創業したのか
　「質の高い商品への需要は一線級の都市だけでなく、全ての都市に広がる
　と判断しているからだ」「先進国に変化が訪れたのは1980年代だ。より中産
　階級のﾆｰｽﾞの合う質の高い商品を扱う小売りが主流になった。いま、同じ
　変化が中国で起きている。
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＊対ﾌｧｰｳｪｲ　米欧に溝…ﾄﾞｲﾂ、5Ｇ参入容認「安全基準案」
中国の通信機器最大手、華為技術（ﾌｧｰｳｪｲ）の採用を巡り、米国と欧州で立場の違いが鮮
明になってきた。ﾄﾞｲﾂは15日に公表した次世代通信規格「5Ｇ」の安全基準案でﾌｧｰｳｪｲ参入
を事実上容認。英国なども通信網で同社製品を採用。安全保障上の理由で完全排除を求め
る米国との溝が、さらに深まる可能性がある。
⦿欧州ではﾌｧｰｳｪｲ製品の採用国が多い
　・ﾄﾞｲﾂ「政府が5Ｇの安全基準案で排除明記せず、携帯4社が採用見通し」
　・英国「政府が５Ｇから排除するかを近く判断、ﾎﾞｰﾀﾞﾌｫﾝは既に採用」
　・ｽｲｽ「通信大手ｻﾝﾗｲｽﾞが全面的に採用」
　・ｽﾍﾟｲﾝ「ﾎﾞｰﾀﾞﾌｫﾝが同国初の5Ｇで採用」
　・ﾌﾗﾝｽ「ﾏｸﾛﾝ大統領が5月『排除は考えていない』と表明」
＊半導体市況　回復基調に…ＴＳＭＣ、5四半期ぶり増益
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 5Ｇけん引、受注好調
世界の半導体業界の復調が鮮明になりつつある。大手の台湾積体電路製造（ＴＳＭＣ）が17
日発表した2019年7～9月期決算は、本業の稼ぐ力を示す営業利益が5四半期ぶりに増益に
転じた。前年同期比13%増で同期として過去最高となった。米ｱｯﾌﾟﾙの新型ｽﾏﾎや次世代高
速通信「5Ｇ」向けの受注が好調で、今期の設備投資も大幅に上方修正した。復調は今後、
業界全体に広がる見通し。1年半ほど低迷した半導体業界は転換期を迎えた。

＊田辺三菱・日立が連携…創薬効率高めるﾃﾞｼﾞﾀﾙ治験
新薬候補の臨床試験（治験）の一部をｼﾐｭﾚｰｼｮﾝする「ﾃﾞｼﾞﾀﾙ治験」が日本でも始まる。田辺
三菱製薬と日立製作所は治験計画を作るＡＩを開発し、他の製薬会社と機能を高めるための
ｺﾝｿｰｼｱﾑを立ち上げる。
・田辺三菱と日立は過去の治験情報や医学論文などを学習し、成功確率の高い治験計画を
提案するＡＩを開発した。複数の製薬会社と交渉して、20年春にもＡＩを稼働させる。競合企業
が一緒に開発するのは珍しいという。

＊ﾌｧｰｳｪｲ、24%増収…1～9月　中国でｽﾏﾎ販売好調
中国通信機器最大手の華為技術（ﾌｧｰｳｪｲ）は16日、2019年1～9月期の売上高が前年同期
比24%増の6108億元（約９兆3500億円）だったと発表した。米国の制裁を受け逆風が強まるな
か、中国でのｽﾏﾎ販売をﾃｺ入れした。制裁の影響が本格化するのは年末以降とみられ、中
期的には業績が下振れする可能性がある。
・9月の中国でのｽﾏﾎ販売台数に占めるﾌｧｰｳｪｲのｼｪｱは34%で、1年前に比べ約10㌽上昇し
た。中国市場は縮小が続くが、ｼｪｱを伸ばし、首位を独走。

＊韓国訪日客58%減…9月　九州など地域経済に影
日韓関係の悪化や香港の大規模ﾃﾞﾓの長期化が日本との経済活動に影を落としている。韓
国からの訪日外国人客は9月に前年比で半減し、混乱が続く香港向けには農産品の輸出が
落ち込んでいる。日本企業にとって有力な市場である両地域を巡る問題が長引けば、経営
への悪影響が広がる。
＊ｲﾝﾄﾞ携帯　迫る首位交代…財閥系ｼﾞｵ、参入3年でｼｪｱ29%
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ﾃﾞｰﾀ覇権へ安値攻勢
加入者が約12億人と世界第2位の携帯通信市場であるｲﾝﾄﾞで、ｼｪｱ首位の後退が迫ってい
る。大手財閥ﾘﾗｲｱﾝｽ・ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｰｽﾞの子会社は新規参入から3年で29%のｼｪｱを確保。安値攻
勢の再編・淘汰を促した同社は今も契約書を伸ばし、年内にもﾄｯﾌﾟになる可能性が高い。通
信の低価格化をﾃｺにｲﾝﾄﾞ全体でﾃﾞｰﾀの利用を伸ばし、ﾈｯﾄ通販や動画配信など関連市場の
覇権を握る狙いだ。
・ｼﾞｵは2016年9月に携帯通信に参入。音声通話とﾃﾞｰﾀ通信を期間限定で無料にし、急ﾋﾟｯﾁ
で契約者を獲得。その後も他社より安い料金で顧客を奪い続けた。今のままでいけば、年内
にも首位が入れ替わる。

＊ｲﾝﾄﾞ、花火も大気汚染対策…「環境より価格」消費鈍く
世界で最も空気が悪い国の一つとされるｲﾝﾄﾞで、大気汚染の防止をうたった商品が登場して
いる。ｲﾝﾄﾞの大気汚染は祭りのときに使う花火も一因とされ、10月から環境負荷を抑えた「ｸﾞ
ﾘｰﾝ花火」と呼ばれる商品の販売も始まった。「こんな迫力の無い花火は買えないよ」。店頭
には今まで100種類を超える花火が3種類のｸﾞﾘｰﾝ花火しかなく、客は残念そうな表情で帰っ
て行った。
・ｲﾝﾄﾞ最高裁判所が祝蔡による大気汚染を恐れ、2年前に環境負荷が高い花火の販売を首
都で禁じたためだ。
・大気汚染ﾗﾝｷﾝｸﾞのﾜｰｽﾄ3はｲﾝﾄﾞを含め南ｱｼﾞｱ地域が占めた。
・ＥＶ販売も8千台、ｲﾝﾄﾞは大気汚染が悪化しても、低価格意識が強い。

＊米中休戦、市場に安心感…半導体関連けん引
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　業績底入れ時期　探る動き
16日の東京市場で日経平均株価が4営業日続伸し、年初来高値を更新。米中による貿易協
議が部分合意が市場の緊張を和らげ、市況の改善傾向がみられる。もっとも、業績の下方修
正は今後増える見通し。米中交渉の先行きも読み切れず、株高の持続には懐疑的なも方も
多い。
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＊ﾍﾞﾄﾅﾑに衛星輸出へ…住商・NEC、200億円で受注
住友商事とNECは18日、ﾍﾞﾄﾅﾑ政府と気象災害の把握などに使う人工衛星の受注契約で合
意した。受注額は200億円強とみられる。衛星は2023年中に打ち上げられる計画だ。国際協
力機構（JICA）も含めた日本の官民が連携して受注にこぎ着けた実績を生かし、新興市場の
開拓につなげる。
・近年の気候変動に伴い、日本と同様にﾍﾞﾄﾅﾑでも大型台風や洪水などの被害が増えてい
る。
・NECの開発した人工衛星は、同水準の性能の衛星に比べて小型化し価格を5分の1に抑え
た。それがﾍﾞﾄﾅﾑ政府に評価された。
＊東南ｱ　巨大開発に潜む影…ﾀｲなど相次ぎ最大級計画
　　　　　　　　　　　　　市況変調　供給過剰も「海外ﾏﾈｰ　漂う不透明感」
東南ｱｼﾞｱで巨大な再開発が相次いでいる。ﾀｲの首都ﾊﾞﾝｺｸ中心部では2026年の完成を目
指し、総額1200億ﾊﾞｰﾂ（約4200億円）と同国で過去最大の民間案件が進む。ｲﾝﾄﾞﾈｼｱなどで
も大型ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄが目白押しだ。一方でｵﾌｲｽや住宅の供給過剰の懸念が浮上し、開発を後押
しする海外からの投資ﾏﾈｰの動向にも不透明感が漂う。背景には金融緩和による金余りか。
・ｲﾝﾄﾞﾈｼｱでは大手財閥ﾘｯﾎﾟ･ｸﾞﾙｰﾌﾟが首都ｼﾞｬｶﾙﾀ郊外に「ﾒｲｶﾙﾀ」の同国最大開発ﾌﾟﾛｼﾞｪｸ
ﾄを計画中。投資規模は約278兆ﾙﾋﾞｱ（約2兆１千億円）。

＊中国「GDP倍増」黄信号…２期連続減速　貿易戦争響く
中国の景気減速が止まらない。2019年7～9月のGDPは前年同期比で実質6､0%の伸びにと
どまり、２四半期連続で減速した。貿易戦争が長引き、自動車や電機など製造業に打撃が広
がる。20年のGDPを10年比で倍増する長期目標の達成にも黄信号がともった。中国政府は
過剰債務を抱え、大規模な景気対策を打ち出しにくい。
⦿中国経済は底入れがまだ見えない「（）内は1～6月と１～9月の比較」
　◦工業生産（6、0）➘5、6（車・ｽﾏﾎ不振）、◦固定資産投資（5、8）➘５、4
　◦輸出（0、1）➘ー０，１（追加関税）、◦小売（８、４）➘８、２（車、衣類不振）

＊ﾃﾚﾋﾞ、世界で安値続く…中国の過剰供給/貿易戦争が影
中国勢の供給過剰に端を発したﾃﾚﾋﾞ価格の急落に、米中貿易戦争が拍車をかけている。世
界の平均価格は1～3月に前年同期に比べて2割近く、4～6月は1割近く下がった。世界需要
の半分を占める米中で大幅に値下がりし、世界で安値が続いている。
・中国ﾒｰｶｰが追加関税がかけられると睨んで米国企業に安値で販売。米国の輸入台数は
18年10月～19年3月に前年同期より6割も増えた。

＊認知症診断、AIに活路…富士ﾌｲﾙﾑ、脳画像から予測
　　　　　　　　　　　　　　　　　失敗続く新薬開発に光
富士ﾌｲﾙﾑはｱﾙﾂﾊｲﾏｰ病への移行ﾘｽｸを脳の画像から正確に知る診断手法を開発した。AI
と画像処理技術を組み合わせて実現した。まず、、新薬開発（治験）の対象者を絞り込む際
に使う。大学や製薬企業と協力し認知症の新たな「診断ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ」として普及を目指す。
・ｱﾙﾂﾊｲﾏｰ病の早期やMCIの診断は難しい。今回、富士ﾌｲﾙﾑが開発したのは、MRI画像を
もとにMCIの人が1年後にどの程度の確率でｱﾙﾂﾊｲﾏｰ病に移行するかをAIが予測する診断
方法だ。

＊中国ﾈｯﾄ統制　「一帯一路」へ…世界ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ大会開幕
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　GPS・５G技術提供
中国政府が主催する世界ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ大会が20日、浙江省烏鎮で開幕した。米国との対立が長
期化する中、習近平指導部はﾈｯﾄ統制で国内に作り上げた独自のﾈｯﾄ空間を、中国と欧州を
結ぶ広域経済圏構想「一帯一路」域内の国々に広げる動きを加速する。
・SNS監視徹底・・世界最大の8億人以上のﾈｯﾄ利用者を抱える中国。急速に普及したSNSを
厳しく監視し、AIを支えるﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀの国際的な活用を制限することで、独自のﾈｯﾄ空間を作り
上げた。
・統制は国民の身分証、顔認証、携帯電話番号、銀行口座を一体管理する。

＊ﾌｲﾘﾋﾟﾝでｵﾝﾗｲﾝｶｼﾞﾉ乱立…「中国人が資金洗浄」疑惑・雇用優先
中国向けのｵﾝﾗｲﾝｶｼﾞﾉを手掛けるﾌｲﾘﾋﾟﾝ企業が急増。中国の資金洗浄（ﾏﾈｰﾛﾝﾀﾞﾘﾝｸﾞ）に
悪用されているとの疑惑が持ち上がっている。大半が租税回避地に登記され、実態不明の
会社が多い。当局は調査に乗り出した。中国政府は企業の閉鎖を求めているのに対し、比
政府は雇用などへの期待から容認している。ﾘｽｸは小さくない。
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＊中国金融開放　来年4月…出資規制撤廃　まず運用会社から
⦿中国の金融開放策は焼き直しも多い
　①資産運用会社の外資出資規制は2020年4月に廃止
　②証券会社の外資出資規制は2020年12月に廃止
　③外資銀行は現地法人の設立と同時に支店も開設可能に
　④外資銀行の人民元預金の最低預入額を100万元➞50万元に下げ
　⑤外資保険会社は「業歴30年以上」「事務所設置から2年以上」を撤廃
・中国の金融における外資勢の市場ｼｪｱは、業務の厳しい規制で銀行1%生保7%と極めて低
い。根底には中国が海外との資本移動を厳しく制限し、外資が強みを発揮しづらい事情もあ
る。
＊中国新興勢　迫る淘汰の波…3000万社、1～9月資金調達46%減
中国のｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ企業に淘汰の波が迫っている。今年1月から9月までの資金調達額を集計し
たところ、前年同期比46%減の約3兆9千億円と大幅な減少となった。環境悪化を受け、創業
間もないながら事業化を急ぎ、収益に結びつけ、必死のｱﾋﾟｰﾙで生き残りを目指す企業も増
えている。政府が起業を促す方針を打ち出してから5年。企業ﾌﾞｰﾑに沸き、この間、約3千万
社にも上った中国の新興企業は今、焦りを募らせている。

＊液晶最大手ＬＧ系　赤字に…７～9月営業で8年ぶり「中国の供給過剰」
ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｰ産業が厳冬期を迎えている。中国発の供給過剰で日韓台ﾒｰｶｰの液晶ﾊﾟﾈﾙ事業は
赤字に陥った。液晶最大手の韓国ＬＧﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｰ（ＬＧＤ）も2019年7～9月期に8年ぶりの営業
赤字に転落した。
・「液晶の次」と期待される有機ＥＬにも中国勢が迫る。日台勢に続きＬＧＤも投資競争からふ
るい落とされる可能性が出てきた。

＊最近注目を集めている中国のｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ企業
生き残りをかけ、早期の事業化・収益化でｱﾋﾟｰﾙ力を強めている
・上海吉汭泰網絡科技（上海）「『着せ替え画像』などでｱﾊﾟﾚﾙの販売促進」
・衣二三（北京）「洋服のｻﾌﾞｽｸﾘﾌﾟｼｮﾝ。衣料の収納・配送の無人化」
・上海雲掌智能科技（上海）「ｺﾝﾋﾞﾆの無人化、省力化技術。NTTーDと提携」
・西安超鋂網絡科技（陝西省）「自動精算が可能な買い物ｶｰﾄを開発」
・嬴徹科技（上海）「『ﾚﾍﾞﾙ3』の自動運転でﾄﾗｯｸの配送効率を改善」
・北京主線科技（北京）「自動運転ﾄﾗｯｸ開発。米ﾌﾟﾛﾛｼﾞｽ、独ﾎﾞｯｼｭが出資」
・杭州天谷信息科技（浙江省）「ﾃﾞｼﾞﾀﾙ署名「ｅ簽宝」。ｱﾘﾊﾞﾊﾞ子会社出資」
・北京中渡生態科技（北京）「喫煙所「煙客」を空港などで運営」

＊中国家庭紙「高級品」に特化…地元ﾒｰｶｰと競合　回避
ﾄｲﾚｯﾄﾍﾟｰﾊﾟｰなど家庭紙の中国需要を取り込むべく、製紙各社が増産に動く。最大手の王子
ＨＤは2020年に中国での現地生産に参入する。大王製紙は国内生産能力を10%増やし、主
に中国に供給する。3枚重ねなど「ﾌﾟﾚﾐｱﾑ」な価格帯に特化して現地ﾒｰｶｰとの競合を避け
る。
・大王製紙は21年までに日本の2工場に200億円投資し、家庭紙の生産加工設備を増強し
て、中国への輸出を拡大する。現地では製品に仕上げる。
・中国の家庭紙市場は年率10%の成長が当面続くと大王製紙は見ている。「日常的に高級品
を買う超富裕層だけでも日本の総人口に相当する」。
・王子ＨＤはﾊﾟﾙﾌﾟやﾀﾞﾝﾎﾞｰﾙ事業等積極的投資し、海外比率が3割を超えた。大王製紙も家
庭紙事業で3割近くまで高める計画。

＊ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ　ｼﾞｮｺ政権2期目…成長率5%割れ目前「資源依存脱却遠く」
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱのｼﾞｮｺ大統領の2期目が20日、始動した。米中貿易戦争の影響で世界経済に減速
感が出る中、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ経済の先行きも不透明で、節目のＧＤＰは5%割れが目前に迫る。資源
頼みの輸出構造の改革は遅れ、外資誘致でも周辺国の後じんを拝する。閣僚が襲撃される
など治安上の課題も浮上し、多難の船出を迎えた。
・概ね5%の経済成長を維持してきたが、石炭やﾊﾟｰﾑ油などの資源輸出に頼る経済構造の改
革ははかどらず。

＊創薬・素材開発　劇的に速く…企業の核心後押し
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　量子ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ　暗号技術には脅威
米ｸﾞｰｸﾞﾙが開発中の量子ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰが実用化されれば、半導体の処理能力に縛られていたｺ
ﾝﾋﾟｭｰﾀｰが新たな発展段階に入る。膨大な選択肢のなかからｊ瞬時に最適解を導きだせるた
め、経済や産業への影響は大きい。一方、現行の暗号化方式が簡単に破られるﾘｽｸがあり、
政府や企業の間には不安もある。
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2019/10/28 医薬 ＊膵臓がん、血液で早期発見…資質など解析　見えない難敵攻略
がんの中でも命を落としやすい膵臓がんを、血液検査でいち早く見つける技術を山梨大学な
どが相次いで開発した。膵臓がんは診断から5年後に生きている割合（5年生存率）が10%未
満と、がん平均の62%を大きく下回る。症状がほとんどないまま進行し、気づいたときには治
療は難しい。亡くなった人はここ10年間で5割も増えた。難敵に挑むには、早期発見の技術が
カギを握る。形勢不利の戦いに終止符を打てるのが今後の研究にかかっている。
・竹田教授は血液の資質を質量分析の手法でふるいにかけ、AIで解析した。

＊ﾌｧｰｳｪｲ技術覇権　途上…特許買収で攻勢、米は警戒
❶ﾌｧｰｳｪｲは特許出願で世界首位になったが…（上位5社）
　2005年　①ﾌｲﾘｯﾌﾟｽ②ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ③ｼｰﾒﾝｽ④ﾉｷｱ⑤ﾎﾞｯｼｭ
　2018年　①ﾌｧｰｳｪｲ②三菱電機③ｲﾝﾃﾙ④ｸｱﾙｺﾑ⑤ZTE
❷「良質」の比率は2割どまりと見劣りする
　　特許の優良比率＝①ｸｱﾙｺﾑ44%②ｲﾝﾃﾙ32%③ﾌｧｰｳｪｲ21%
❸質の改善へ北米企業から買収・人材獲得を進める
　・ﾌｧｰｳｪｲが外部から買収した特許の国別内訳
　　①米企業250件②韓国99件③日本69件④英国40件⑤その他73件

＊5G特需　半導体底入れ…
世界の半導体市場が底入れしてきた。2018年後半から縮小が続いたが、次世代通信規格
「５G」の商用化などでｽﾏﾎ関連の需要が持ち直している。半導体関連株で構成するﾌｨﾗﾃﾞﾙﾌ
ｲｱ半導体株指数（SOX)は業績回復期待から史上最高値圏にある。ただ、ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰ需要が
爆発的に伸びて「ｽｰﾊﾟｰｻｲｸﾙ」と呼ばれた17～18年の勢いはまだなく、米中貿易摩擦などﾘ
ｽｸは残る。
・ｽﾏﾎの頭脳の半導体を生産する台湾のTSMCは5四半期ぶりに営業利益が増益に転じ、同
期（7～9月期）として過去最高となった。
・ｽﾏﾎ端末は半導体需要のおよそ2割を占めるとされている。半導体の業界のﾋﾞｯｸﾞ3であるｲ
ﾝﾃﾙ、ｻﾑｽﾝ、TSMCがそろって積極姿勢を強める。

＊現代自、「後追い戦略」脱却…創業3代目（鄭義宣）、開発投資を5割増
　　　　　　　　　　　　　就任1年、外部連携にｶｼﾞ「7～9月営業益31%増」
創業3代目の鄭義宣主席副会長が独自色を出している。開発力をつけ、競合のﾋｯﾄ車と似た
ｸﾙﾏを安く作って世界にのし上がった「後追い」戦略からの脱却をめざす。「過去5年間は停滞
期。今後は社員一人ひとりが創意工夫を発揮することが重要だ」。
・9月下旬に発表した米自動車部品大手ｱﾌﾟﾃｨﾌﾞとの自動運転技術開発での競合。ｺﾈｸﾃｯﾄﾞ、
自動運転、ｼｪｱﾘﾝｸﾞ、電動化を総称する「CASE」に対応するためには「外部技術を幅広く受け
入れねばならない」（鄭氏）として過去最大の20億㌦（約2200億円）の出資を決めた。

＊中国「統計水増し」を査察…国内外への信頼性回復へ法改正
中国政府は経済統計の水増しを是正するため地方政府などの査察に乗り出す。数値を捏造
した企業や個人に対する罰金の引き上げを柱とする統計法の改正案まとめた。
●統計法改正のﾎﾟｲﾝﾄ
①統計業務に共産党の指導を堅持。②県以外の政府に不正問責制度。不正はﾄｯﾌﾟの責任。
③あらゆる組織や個人への不正要求を禁止。要求を拒んだ個人への報復禁止。④各省や地
方の統計は統計局の統計との矛盾や重複を認めず。⑤統計局は各省や地方を査察。⑥統
計不正の関与者を国家信用ｼｽﾃﾑに記録。⑦企業や個人の罰金を大幅上げ。

＊中外製薬　大幅上振れ…血友病治療薬の販売好調「利益67%増」
中外製薬は24日、2019年12月期の連結ｺｱ営業利益が前期比67%増の2180億円になりそうだ
と発表した。従来予想（10%増の1430億円）を上方修正し、最高を更新する。血友病治療薬「ﾍ
ﾑﾗｲﾌﾞﾗ」の販売が伸びる。親会社のｽｲｽ製薬大手ﾛｼｭからﾛｲﾔﾙﾃｨｰ収益も寄与する。売上
収益のうちﾛｲﾔﾙﾃｨｰなどの収入は940億円弱上回る。大幅な上方修正につながった。

＊中国の決済…顔認証主流に「１４億人『超監視社会』近づく」
ｽﾏﾎによるｷｬｯｼｭﾚｽ決済が進んだ中国で、今度はｽﾏﾎも使わずに決済ができる「顔認証決
済」が広がり始めた。ｺﾝﾋﾞﾆの会計ｶｳﾝﾀｰでは、ﾀﾌﾞﾚｯﾄ端末に自分の顔を写すだけで決済が
済み、導入店は約１千店に達した。切符を使わずに顔認証で改札を通れる地下鉄も増え、顔
認証決済の利用登録者は１億人を超えた。
・欧米ではﾌﾟﾗｲﾊﾞｼｰ保護の観点から普及を法律で制限し始めたが、中国は顔認証の利便性
を訴える。政府は普及を急ぎ、一段と厳しい監視社会をつくる狙いがあるとみられる。

＊ﾀｲCP、高速鉄道で賭け…8000億円投資　単独では黒字困難
ﾁｬﾛﾝ・ﾎﾟｶﾊﾟﾝ（CP）ｸﾞﾙｰﾌﾟがﾊﾞﾝｺｸ首都圏の3空港を結ぶ高速鉄道を8000億円で建設するこ
とが決まった。自国の人口減少などを見越し、沿線の不動産開発を将来の収益源に育成す
る構想だ。ただ食品や小売りが中核のCPは当然、鉄道のﾉｳﾊｳに乏しく、巨額の投資に見合
う果実が得られるかは不透明な情勢だ。



2019/10/29 経済

2019/10/29 南ｱｼﾞｱ
（ｲﾝﾄﾞ含）

2019/10/29 経済

2019/10/30 経済

2019/10/30 経済

2019/10/31 企業D

2019/10/31 医薬

2019/10/31 経済

＊ｴｰｻﾞｲ　純利益29%増…今期、上方修正　抗がん剤が好調
ｴｰｻﾞｲは30日、2020年3月期の連結純利益が前期比29%増の816億円になる見通しだと発表
した。抗がん剤「ﾚﾝﾋﾞﾏ」を中心に世界で販売する自社開発品の構成比が高まり利益率が改
善する。中国で販売が好調なﾚﾝﾋﾞﾏは円高によるﾏｲﾅｽ影響を吸収できる見通しだ。
・22日にｱﾙﾂﾊｲﾏｰ型認知症治療薬の候補「ｱﾃﾞｭｶﾇﾏﾌﾞ」（3月に有効性がないと治験を中止）
の治験で有効性が示され、20年にも米当局に承認を申請する。

＊中国企業、0.5％減益…上場3300社1～9月　消費関連が不振
中国企業の業績底入れが遅れている。上場3300社が30日までに開示した2019年1～9月期
の純利益合計は前年同期比で0.5%減だった。自動車が3割を超す減益となるなど、消費関連
が総じて振るわなかった。
・全体の4割超が赤い字か減益に陥っており、景気減速が企業業績の動向からも浮かび上が
る。

＊鉄鋼増産　中国に懸念強く…国際協議継続に強く反対
世界最大の鉄鋼生産国である中国の過剰生産能力を話し合う国際会合の廃止を決めた。中
国が強く反対したためだ。ﾌｫｰﾗﾑは16年、日米欧など主要国で創設。中国の過剰生産を受
け、定期的に対策を話し合ってきた。中国は役割は終えたと主張。
・世界鉄鋼協会が発表した9月の世界粗鋼生産量は、41ヵ月ぶりにﾏｲﾅｽとなった。日米欧は
軒並み前年割れ。中国の生産量は2.2%増。43ヵ月増。

＊中国BYD、脱・EV頼み…7～9月89%減益　補助金減響く
中国の自動車市場が低迷するなか、電気自動車（EV）最大手の比亜迪（BYD)が事業ﾓﾃﾞﾙの
転換を急いでいる。急成長したEV事業だが、最近は政府補助金の減額で足元の販売は前
年比で半減するまでに落ち込んだ。同社が全く無名だった2008年、米著名投資家ｳｫｰﾚﾝ・ﾊﾞ
ﾌｪｯﾄ氏率いる企業が大株主となり、市場を驚かせてから10年余。EVﾒｰｶｰの看板をも下ろ
し、出直し覚悟で攻勢にでる構えだ。
・EVなどを「単品」売りする企業から脱却し、得意の電池を中核にした「総合ｴﾈﾙｷﾞｰﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ
企業」への転身を図ること。
＊米、ﾌｧｰｳｪｲ排除に躍起…既存通信機器も撤去要求
⦿米国はﾌｧｰｳｪｲ締め付けを強化
   [主体]　　 　　[禁止対象　　]　　　　　　　 [手法]
　　・FCC　　　　地方通信会社の調達　　新規制を採決へ
　　・ﾎﾜｲﾄﾊｳｽ　民間企業の調達　　　　 大統領令でﾙｰﾙ策定中
　　・議会　　　　政府機関の調達　　　　　国防権限法が施行
　　・商務省　　 米国製品の輸出　　　　　規制企業ﾘｽﾄに追加
◦中国とﾊｲﾃｸ覇権を争う米国は率先して中国製品の排除を進めてきたが、欧州やｱｼﾞｱでは
一線を画す国も多い。米国がどのようなお手本を見せるかは、日本など同調を求められた同
盟国の議論にも影響を及ぼす。
＊ﾀﾞｲｷﾝ、営業益5%増…4～9月上振れ　中国・ｲﾝﾄﾞで好調
ﾀﾞｲｷﾝ工業の2019年4～9月期は、連結営業利益が前年同期比5%増の1680億円前後になっ
たようだ。従来予想の1640億円を上回り同期間として7年連続で最高となる。中国やｲﾝﾄﾞなど
海外がけん引した。稼ぎ頭の中国は内陸部で販売網を拡充し、採算のよい高級機種の販売
が伸びた。ただ、中国は競争が激しくなっており、ｻｰﾋﾞｽ向上などで他社との違いを出す。
・中国では高級住宅で使うｵｰﾀﾞｰﾒｰﾄﾞ型の高級品が強い。店舗も高級感を出す。
・ｲﾝﾄﾞでは気温50度でも使えるｴｱｺﾝや冷房の専用機種など現地のﾆｰｽﾞ合わせる。現地通貨
ﾍﾞｰｽで2桁の増収。
・ﾀﾞｲｷﾝは競争力の維持として、省ｴﾈ性能などの機能面を訴え、ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ販売に加え、迅速
なﾒﾝﾃﾅﾝｽ体制の構築などｻｰﾋﾞｽ水準を高める考えだ。

＊中国半導体、自主開発急ぐ…米中摩擦長期化で「脱・ｱｰﾑ」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　IOT・５G関連　実用化
中国の半導体業界で、英ｱｰﾑ・HDの知的財産（IP)を使わない開発が増えている。事実上の
世界標準であるｱｰﾑを避け、ｱﾘﾊﾞﾊﾞ集団などがだれもが自由に使える「ｵｰﾌﾟﾝｿｰｽ」のIPで半
導体を相次ぎ完成させた。米中摩擦の長期化で、特定の海外企業に技術依存することへの
懸念が広がっているためだ。ﾊｲﾃｸ支援策「中国製造2025」が促す自主開発の強化に沿った
動きだ。
・「自給率25年70%」は遠く‥半導体自給率を2020年に40%、2025年に70%まで高める目標を
掲げているが、自給率は18年時点で15%強に留まる。目標達成は難しい。自給を支える製造
装置や材料も海外依存が続いている。

＊ｲﾝﾄﾞ、成長から生活に軸足…ﾓﾃﾞｨ首相、人口抑制を示唆
「貧しい人々は、なぜ水、ﾄｲﾚ、電気がないのだろうか。貧困を改善しないといけない」。「人口
膨張は新しい挑戦だ。成長の妨げになりかねない」。との認識をﾓﾃﾞｨ首相は示した。「5月か
らの2期目は生活に軸足を移した」とみる。ｼﾞｪﾄﾛの調査では日本企業が参入して5～10年か
けても5割強しか黒字転換していない。後押しは中間層の消費が活発になる読みだ。



2019/10./31 経済 ＊CASEが促す系列解体…日立・ﾎﾝﾀﾞ、車部品4社統合
日立製作所とﾎﾝﾀﾞは30日、傘下の自動車部品ﾒｰｶｰ4社を統合すると発表した。
売上高ではﾄﾖﾀ自動車系のﾃﾞﾝｿｰ、ｱｲｼﾝ精機に次ぐ国内3位に浮上する。世界の自動車・車
部品各社は、自動運転などの次世代技術「CASE」の対応を迫られている。研究開発に乏し
い中堅ﾒｰｶｰは規模拡大を迫られ、系列解体が一段と加速している。
⦿日立・ﾎﾝﾀﾞの自動車部品新会社の概要
　　日立製作所（出資比率66.6%）＋ﾎﾝﾀﾞ（出資　33.4%）
　　　　・日立ｵｰﾄﾓﾃｨﾌﾞ　　　　　　　　　・ｹｰﾋﾝ（売上3492億円）　・日信工業
　　　　　ｼｽﾃﾑｽﾞ（売上9710億円）　　 ・ｼｮｰﾜ（売上2866億円）　　（売上1896億円）


